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　1．1　序
　この論稿の目的は，国際経済の視点から成
長理論の展望をあたえることである。もちろ
ん，成長理論はまた同時に政策的分析とつな
がるから，本来的にはこうした展望が政策的
分析をそのなかに包括すべきものであろう。
しかし，この小論ではこの分野については，
ごくわずかしかふれていない。また，国際資
本移動と経済成長との関連についてもまった
く考察をあたえていない。資本移動の問題は，
国際経済に向かって開かれた個々の国民経済
の視点からみても，また個々の国民経済から
なりたっている国際経済の視点からみても，
経済成長問題と深くつながっている。さらに
この問題は後進国の経済発展問題とつながっ
ており，それ自体として一つの大きい問題領
域を形成している。この国際資本移動をめぐ
る諸問題に関するかぎり，成長論的視点から
の理論的な文献は必ずしも数多くはないが，
後進国の成長問題にまで考察の射程を拡大す
るならば，われわれは膨大な文献をもつこと
になるであろう。
　われわれの今回の展望にあたっては，さき
に言及した政策的視点からの分析と国際資本
移動の視角からの分析を割愛せざるをえなか
った。したがって，必然的に考察の範囲は，
国際経済に向かって開放された国民経済の成
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長問題と国民経済の相互連関を鳥臓図的にと
りあげた成長問題の二つの領域に限定される
ことになる。この小論において考察される項
目について簡単にふれておくならば，第1節
の1．2から1，3は第2節以下における経済成
長と貿易に関する分析にたいする序論的考察
であると同時に，この小論で本格的には取り
上げなかった政策的視点からの分析への部分
的な展望をあたえる。この部分は，資本移動
に関する部分とともに，それに関する別の論
稿を用意する予定である。
　第2節2．1において，われわれは国民経済
の開放体系に着目し，開放経済の成長理論を
展望する。つぎの2．2においては，個々の国
民経済相互間の貿易が関連した国民経済全体
の成長といかなる関連をもつかという視点か
らの分析をとりあげる。さらに，2．3におい
て，成長過程における国際収支，とくに貿易
収支の動きに着目し，それに関連した理論的
分析を展望する。
　さらに，つぎの第3節においては，経済成
長と貿易パターンの変化の問題を取り上げる。
この部分では，成長過程における生産パター
ンの変化や消費パターンの変化をとおしての
貿易パターンがどのように変化していくかと
いう問題が取り上げられるであろう。
　1．2　開放経済における貿易
　最初に，初歩的なことであるが，経済成長
をこれからの分析のなかでどのように考えて
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いくかという問題からはいることにしよう。
ここでは，経済成長を国民総生産の持続的な
増大と定義する。生産を供給側からみていく
とき，それは原則的には労働力Lと資本Kと
それらを結びつけている技術Tの三つの関数
としてとらえていくことができる。すなわち，
国民総生産0は労働力と資本とが技術を媒介
として転形されたものである。しかし，もし
外国からの供給（輸入）が必要不可欠であれ
ば，それを追加しなければならないであろう。
図式的に書くとつぎのようになる。
婁期丁翻一蟻・
外国供給M」
労働力が増加していく場合，それは国民総生
産に影響をあたえる。もちろん資本が蓄積さ
れる場合，やはり生産量は影響をうけるはず
である。それから技術進歩があったときにも，
生産量は影響をうけるであろう。
　もちろん経済成長を需要側からみることも
できる。このときには生産物にたいする需要
要因の側面から経済成長の問題に接近してゆ
くことになる。需要を国内需要Dと外国需要
Xにわけるとすれば，その関係は図式的に示
すと，
蝿・一o慧薮
ということになる。
　したがって，経済成長の問題を需要の局面
でみるか，あるいはインプットにまでさかの
ぼって供給の側面でみるかという見方の問題
がある。いずれにせよ，こうした要因と国民
総生産の持続的な増大との関係を分析する方
向はマクロ的な接近である。
　需要側の要因とインプットの側の要因は相
互に無関係ではないから，国内需要のうちど
れだけの部分が投資にまわり，どれだけの部
分が消費にまわるか，いいかえるとこの社会
全体の貯蓄率は技術とともに経済成長の速度
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に重要な役割を果たす。貯蓄と消費との間の
この分配がどう変化していくかということも
問題になってくる。それから投資が資本Kの
増大にふり向けられる場合に，通常，この技
術進歩がそこへ体現されていくのが普通であ
る。それであるから，成長過程で技術Tは変
化してくる。生産関数的表現をする場合には，
しばしば技術Tを表面に出さずに，この関数
そのものの変化として技術をあらわすという
あらわし方がしばしばおこなわれるが，これ
を表面にだすならばつぎのようになるであろ
う。
　　O・＝／（L，K，の　　　　　　　　（1．1）
現実にはTとKと離れてTだけが単独に変化
していくというよりは，むしろKの増大プロ
セスにおいて，Tの進歩それ自体がそこに体
現されて入ってくるというふうになる。
　マクロ的な接近においては，さらに一歩す
すんでLとKとTが変化し経済が成長してい
くとき，それが国際貿易の方へどうはね返っ
てくるか，というところへ問題が展開される
わけであるが，もう少し細かく問題をみてい
くと，今度はこの国民総生産の中味がいくつ
かのカテゴリーに分かれてくる。そしてその
分かれたカテゴリーのなかで生産部門の間の
相対的な大小関係が変化する。これが生産パ
ターンの変化になってあらわれてくる。こう
して，マクロ的にみたときにはあらわれない
側面がでてくる。生産の変化は同時に所得の
変化をひきおこす。そうして，その所得が増
大してゆく過程で支出パターンの変化がそれ
に対応しておこってくるであろう。
　貿易の問題というのは，この生産のパター
ンと消費のパターンの結節点としてあらわれ
るから，それに対応して貿易のパターンが変
化してくる。もちろんこの過程でそれぞれの
生産物の相対価格が変化する。いま生産物Xi
（i＝1，2……，n）の価格をP，（∫＝1，2，……，n）
とすると，P1からPnまでの価格体系は時
間の経過とともに変化していくことになる。
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もちろん変化しないものもでてくると思うが，
すべての価格が変化しないということはあり
得ない。こういう相対価格の変化，生産パタ
ーンの変化，消費パターンの変化，そしてそ
れらに基づいておこってくる貿易パターンの
変化というものが経済の成長過程における貿
易問題ということになる。
　それでは，その貿易パターンの変化の背後
で一体，何がおこっているかということを別
な視角からみていくと，比較生産費構造の変
化という問題につきあたる。さらに，比較生
産費構造の変化の背後では生産要素（労働力
と資本）の量の変化とその相対比率の変化が
おこっていると考えることができる。これは
比較優位の理論のダイナミックな展開という
ことになるわけであるが，こういう視点から
接近していく行き方があるわけである1）。
　貿易にたいしてこれと違った視点からみる
見方がある。もともと貿易は生産パターンと
消費パターンが違っているというところから
おこっているわけだが，貿易というものを比
較生産費的な発想法でみないで一種のアベイ
ラビリティの概念でみる見方がある。このア
ベイラビリティの理論はそもそも貿易がおこ
なわれるのは国内で入手不可能なものがある
からであるという視点にたつ。したがって，
利用可能なものはそもそも貿易の対象に入っ
てこないのである。利用不可能ということの
意味であるが，自然資源やその他の生産物で
もともとその国で生産可能でないという場合，
その国にとってはその生産物ないしその資源
は利用可能なものではないから，それは当然
に貿易対象になってくる。
　その他に，生産設備が不足しているために
その国内ではその生産物を利用できないとい
う場合，これもそのなかに入る。それからも
う一つは絶対的に生産できないわけではない
があまりにもコストが高すぎて，到底その国
で生産したのでは割が合わないというもの，
これも利用不可能という概念のなかにはいる。
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そうすると，貿易を基礎づけるのはもともと
その国で生産不可能なものや資源がないため
に生産できない，あるいはそういうものをつ
くるだけの設備が充分にないという条件であ
る。生産はできるが需要にみあうだけの設備
が存在しないために，不足部分はその国内で
は調達不可能であり，そのためにそういう種
類の生産物は輸入される。それから非常にコ
ストが高すぎるとこれもそこに入る。こうい
った立場で貿易をみていくのがアベイラビリ
ティの理論である。したがって，このアベイ
ラビリティに変化がおこってくると今まで輸
入されたものも輸入されなくなるしあるいは
さらに輸入の逆転がおこって輸出されるよう
になるだろう。経済成長過程ではまさにこの
アベイラビリティの変化がおこるのである2）。
　それからさらに完全に需要態度だけに目を
向ける議論がある。これはアベイラビリティ
の理論が供給態度に目を向けるのにたいして，
需要態度に目を向ける。適切な表現がないの
で，需要態度に目を向ける議論というふうに
いうが，これはリンダーが唱えた理論で，オ
ーソドックスな経済理論の立場からは，あま
り尊重されない議論である。そういう意味で
はアベイラビリティの議論の方もあまりオー
ソドックスな立場からは尊重されていない3）。
　この考え方でいくと，貿易の問題はつぎの
ように扱われる。まず非常に重要な点は一人
あたり所得のひとしい状況のもとでは需要も
またひとしいパターンを示す。いわば需要パ
ターンは一人あたり所得に依存しているとい
うわけである。したがって，それに対応して
生産のパターンも形づくられ，一人あたり所
得の高さに対応した需要パターンにみあった
生産パターンができあがってくる。そうする
と一人あたり所得の類似した国では類似した
需要パターンが成立する可能性がつよく，し
たがって，それに対応して類似した生産パタ
ーンが成立することになる。そうして，輸出
可能な生産物というものもまた類似してくる。
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それが現実に輸出されることになるかどうか
は別として，輸出可能な生産物というのは一
人当り所得水準が同じような国の間では重複
するようになるだろう。これがまず一つの前
提である。
　この前提のもとでは，輸出というのは国内
生産が拡大して外部へ流れていったものとな
る。国内生産が国内需要に依存して決まって
いるとすると，輸出というのは国内企業の生
産拡大の一表現である。それから，技術進歩
も国内での既存の生産部門に関しておこって
くるものである。つまり，その国でまったく
生産していない生産物に関しては輸出という
ことがおこるはずがなく，技術進歩もおこり
えない。その既存産業というのは，今いった
ような理由で国内の需要パターンに依存して
いる。これまでの論理を重ね合わせると，結
局，所得水準の似たような国の間では似たよ
うな生産パターンが成立し，そしてそれらの
国では輸出可能な生産物の範囲がかなり重な
り合う。しかも，重要パターンが似ているか
ら，どうしてもそれらの国の間の貿易は拡大
する。したがって，所得水準の高い国の間の
貿易可能性はますます高まっていく。あるい
は貿易の潜在的数量あるいは潜在的貿易量と
いうのは所得の高い国ほど高まってくる。
　この理論に従えば，ダイナミックな世界で
の貿易の発展というものは結局，経済成長率
との関連で全部決まってくる。先進国では，
経済成長によって高い所得水準がもたらされ
ているが，このことは先進国の間の潜在的貿
易の可能性をますます高めてくる。現在みら
れている先進国間貿易の拡大と，後進国間貿
易の相対的縮小という問題に接近する分析に
なっている。
　これまでみてきたように，開放経済の動学
的分析，いいかえると，経済成長と貿易の関
連をめぐっての分析にはいくつかの視角から
の分析があるが，それぞれに特徴があり，ま
た光をあてるべき側面も相互に少し異なって
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いる。しかし，それらは決してまったく相い
れない性質のものでもなさそうである。まず，
その分析のいずれも，その基礎的部分におい
てこれまでの所得分析を共有している。その
ことは当然としても，さらにいくつかの通路
をとおして相互につながりうる部分ももって
いる。アベイラビリティのない生産物のなか
にはコストが高すぎるというのがあるが，こ
れは比較生産費の問題につながる。また，ア
ベイラビリティのある生産物についてみると，
その生産部門はその社会で当然に存立し，し
かるべき競争力をもっているであろう。そう
した生産部門の存在はその社会における需要
パターンと深いつながりをもっている。
　1，3　国際貿易と成長政策
　さきほど政策的な問題として比較生産費の
理論ないし比較優位の理論がはたしてダイナ
ミックな世界で適用可能なのかどうかという
問題を提出したが，それについて，ここであ
る程度の考察をあたえておいた方がよいであ
ろう。
　基本的にはこれから先の議論のなかで展開
されるわけであるが，はじめに，成長理論に
基づく比較生産費の理論批判の内容を明らか
にしておきたいと思う。この立場の議論では
輸出・輸入という問題を決して比較生産費の
立場からは考察していない。通常，この立場
では，輸入をみるときに国内の工業化政策と
結びつける。あるいは輸入という問題を考え
るとき，工業化政策の視点からそれを考える。
それではなぜ工業化政策というのをまっさき
に取り上げるかといえば，工業化政策をとる
ことによってのみ，その国の経済の成長を実
質的に早めることができるからである。そし
て，それによって一人当り所得を高めること
ができると考えられているからである。こう
した前提に立って工業化政策をとる立場から
貿易の問題をみていく。そうすると，基本的
には労働力や資本や土地が欠くことのできな
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いインプットであるが，それと同時に，輸入
もまた工業化政策を遂行していくための重要
なインプットである。もし，その国に充分な
資本設備がないとしたならば，輸入によって
それらのものを国外から導入し，生産過程に
投入するのでないかぎり，工業化のテンポは
どうしても鈍ってしまうし，ときには工業化
政策それ自体が実現不可能になってしまうか
もしれない。
　これにたいし，輸出はこれをまかなうため
の，つまりこれをファイナンスするための手
段である。輸出は成長理論の立場からみると
き，インプットとしての輸入のために必要と
される。輸出それ自体は目的ではない。こ
うした視点から接近するわけである。この立
場では，いつでもいわゆる動学的外部効果
（dynamic　externality）という点が重視され
る4）。
　この外部効果の問題についてはすでにミク
ロ分析で触れられているが，簡単にいうなら
ば，つぎのようになる。いまある産業部門の
一部を成長させたときに，それが他の産業部
門にどういう影響をあたえるか，それがプラ
スの効果をあたえるのか，マイナスの効果を
あたえるのか，という点についてのいわば評
価一これが外部効果の問題である。
　プラスの外部効果が全然なければ，成長産
業部門をそれだけとって考察すればよい。し
かし他にたいする影響があるとするならば，
これをいつでも考慮に入れる必要がある。あ
る産業部門の成長によって生産の増大が生じ
ても，かりにマイナスの外部効果，いいかえ
ると外部不経済が発生するとするならば，そ
の外部不経済のために，その生産の増大の利
益が相殺され，社会全体としては，大して利
益をうけないという結果になってしまう。し
かし，もしその逆にその産業部門の成長によ
って，他の部門が利益をうけるならば，社会
全体としては大きい利益をうけることになる。
　たとえば，ある産業部門の成長によって規
模の利益が生じ，その生産物のコスト・ダウ
ンが生じたとしよう。その結果，その生産物
をインプットとして使用している他の産業部
門のコスト・ダウンがおこる。その部門はま
たさらに別な部門へ生産物を販売しているか
ら，その別な部門においても同じようにコス
ト・ダウンが実現する。こうして，そのコス
ト・ダウンの波及過程がつづいていくであろ
う。しかも，その波及は決して直線的でない。
つぎの第1．1図にみるように，その波及過程
は多元的である。産業間の投入産出関係が複
雑なほど波及効果が大きくなってくる。こう
して全体としてのコスト・ダウンが成立する。
経済成長の過程でおこってくるこうした波及
効果はまさに動態的外部効果である。これが
たとえばハーシュマンなどによる不均衡成長
（unbalanced　growth）の議論につながってく
る。たとえば経済のなかのある重要な部分だ
けを先に成長させておけば，一時的にそれ以
外の部門との間のバランスがくずれても，こ
の動態的外部効果の利益を確保できるから，
結果としてはバランスの回復を促進し，長期
的には均衡のとれた成長が実現できることに
なる。
　ところで，この成長理論の立場においては，
投資と貯蓄との間のバランス，そして成長，
そのために必要とされる輸人と，それからそ
第1．1図
産業
産業
?、?
産業
産業
　4
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れをファイナンスする輸出とのバランスー
こうした点がいつでも中心部分におかれると
いう意味でマクロ分析的である。そうした立
場から貿易の問題を考えていく。その視点か
ら輸出可能と考えられるものは何でも輸出す
るし，必要なものは何でも輸入する。ただし，
バランスはつねに保持されなければならない
ということになる。これが成長論タイプの貿
易にたいする接近方法になっているわけであ
る。
　こういう立場は比較生産費の原理からの帰
結と考えられる政策態度とは非常に異なって
いる。生産コストの相対的比較をとおしての
輸出入構造の決定原理によれば，後進国は第
1次産品の輸出国として立つ以外に道のない
ことになり，中進国は労働集約的工業を中心
に経済構造をつくりあげるべきことになる。
いずれの場合にも工業化政策ないし重化学工
業化政策などは，とてもまともにとりあげら
るべき政策とはなりえない。成長理論的な接
近方法からみるならば，比較生産費の原理に
もとつく政策はその国の経済水準が低い場合
まったく頼りになりえない理論ということに
なってしまう。
　こうしてみると，二つの立場は二者択一的
に相いれない相貌をもっているかのようであ
る。そうして，現実において多くの国はその
政策上の指針として成長理論的な接近方法に
依っている。このような意味では，たしかに
比較生産費の原理は政策上の指針とはなりえ
ないようである。その理由は比較生産費の原
理はスタティックな性格をもっていて，原型
のままでは成長というダイナミックな世界に
たいして適用飛なくなっているからである。
しかし，比較生産費の原理をダイナミックな
世界にまで拡張できるようにするならば，こ
の一見したところ二者択一的な対立を示して
いる二つの理論の間の橋渡しが可能になるで
あろう。そのことは，いわゆる開放体系にお
けるマクロ的な成長理論にたいする生産面か
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らの分析となっていくはずである。
　1）　これについては，たとえば，H．　G．　Johnson，
　　International　Trade　Economic　Growth，
　　Cambridge，　Mass．　Harvard　University
　　Press，1958（小島・柴田訳）を参照。
　2）　1．Kravis，‘‘Availabil三ty　and　Influences
　　on　the　Commodity　Composition　of　Tra・
　　de，”ノburnal　Of　Political　Economy，　voL　64，
　　1956．
　3）　S．B．　Linder，　An　Essay　on　Trade　and
　　Transformation，　New　York，　John　Wiley，
　　1961（小島・山沢訳）。
　4）　伝統的理論と成長理論にもとつく政策的帰
　　結については，H．　B．　Chenery，‘‘Compara．
　　tive　Advantage　and　Development　Pol三cy，”
　　Surveys　in　Economic　A　naiysis，　vo1．11，
　　1965を参照。
2　国際経済における経済成長
　2．1開放経済の経済成長
　貿易をおこなっていない一つの国民経済に
関する所得決定モデルについては，すでに先
の章において詳しく説明されている。そこで，
それらを前提にして一つの国民経済が外国と
貿易をおこなったときに，その国の所得水準
はどのように影響をうけるであろうか，この
間翠をまず最初に取り上げることにしたい。
　一つの国民経済にとって，輸出は外部から
の需要の流入である。また輸入はその国内か
ら外部への需要の流出である。したがって，
有効需要という立場からみるならば，輸出は
外国で発生してその国に向かってきた有効需
要であり，同じようにして，輸入はその国で
発生した有効需要の一部が外国の生産物に向
かって流れていくものである。その国の国民
総生産は，この国内で発生し国内にとどまっ
た有効需要の全体とその国へ外部から入って
きた有効需要との合計である。通常，その国
民経済で発生する消費需要，投資需要，財政
需要というもののなかには輸入されたものも
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その国内で生産されたものも含まれている。
もちろん輸出される生産物のなかにも輸入さ
れたものが含まれている。ここで輸入された
ものが含まれているという場合，それは決し
て完成された姿で輸入され，それが直接に消
費されたり投資されたり，あるいは輸出され
たりするということを意味しているのではな
いo
　輸入は原材料の形をとるときもあるし，半
製品のようなもの，あるいは完成された消費
財，あるいは機械設備のときもある。したが
って，その国の総生産物のなかを一つ一つ国
内品と輸入品とに区別することはほとんど不
可能に近い。輸入されたものは生産過程にお
いて姿を変え，完成された生産物として出て
きたときには，もはやどこにその輸入された
ものが使われているかはわからないことにな
ってしまっている。例外は輸入されたものが
直接何の手も加えられずに用いられる場合だ
けである。したがって，その国の国民総生産
から一つ一つ輸入構成部分を分離してしまう
ことができないので，全体の総生産物のなか
から輸入された部分を一括差し引くという形
をとる。したがって，国民所得ないし国民総
生産は次のような式であらわされる。
　　Y＝C＋1＋G＋X－M　　　　　　（2．1）
　ここであらわされているCは消費，1は投
資，Gは財政支出，　Xは輸出であり，　Mは輸
入である。そこで，貿易をおこなっていない
閉鎖体系の場合と同じようにそれぞれの需要
要因について関数関係を想定することにする。
　すでに消費関数に関しては詳しい説明がお
こなわれているわけであるから，ここでそれ
にっいてその叙述を展開することはやめよう。
いろいろな考慮をすべて無視して単純に消費
は所得の関数であると考える。すると次のよ
うになる。
　　C＝cY＋a　　　　　　　　　（2．2）
　さらに投資関数であるが，投資についてい
ろいろな想定が可能であることは，すでに景
気循環，ないし経済成長に関する箇所で展開
されているものであるから，ここではそれら
の展開を前提して次のように考える。
　　1＝v△Y＋1。　　　　　　　　　（2．3）
　政府の財政支出および輸出はあたえられた
ものとおく。
　　G＝：Go　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．4）
　　X＝Xo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．5）
いずれ，この輸出に関してはさらに別な想定
を加えることになるであろう。また輸入につ
いては，われわれは単純に国内の総生産水準
に依存するものと考え，次のようにおく。
　　M＝mY十n　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．6）
これでもって，われわれのもっとも簡単な動
態モデルができあがったのである。閉鎖体系
の場合と違う点は輸出と輸入関数がここに加
わっているということである。
　これらの関数を（2．1）に代入するならば，
（2．1）は書きかえられて次のようになるであ
ろう。
　　Y＝cY＋a＋v－一△Y＋1。＋G。＋X。－mY
　　　－n　　　　　　　　　　　（2．7）
　そこで，両辺をvYで割るならば，そうし
てそれをまとめて変形するならば次の式が得
られる。
　　△y＿1－c＋m　　a＋1。＋G。＋X。－n
　　Y　　　　v　　　　　　　vY
　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．8）
ここで1－cは1から限界消費性向を差し引
いたものであるが，これは恒等的に限界貯蓄
性向にひとしい。上の（2．8）の右辺の第1項
は書きかえられて次のようになる。
　　s十m＝90　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．9）
　この（2．8）の左辺が示すように，これは国
民総生産の成長率をあらわす。この成長率は
二っの部分から成り立っている。すなわち
（2．8）の成長率の内容をあらわす右辺は，
s十m　　　という固定的な部分と残りの変動的な
部分からなる。後者は基礎支出や自立的投資
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あるいは財政支出，輸出などいずれも内容的
には自立的なものなので，総括して自立的な
支出と呼ぶならばこの自立的支出がYのなか
に占める比率が変化するときに変化する。前
者は（2．9）式に示すようにg。であらわされ，
それは固定的な大きさとなっている。
　いま，後者の変動部分をαによってあらわ
すならば，経済成長率9はg＝g。一αとなる。
αの大きさがマイナスの作用をなし，その分
だけ固定的な成長率を引き下げることになる。
もし，かりにαがゼロであるならば，経済成
長率はS＋mとなってしまうであろう。こう
いうことは起こりえないから，αはつねにあ
るプラスの値をとるものと考えなければなら
ない。いま，X。以外をすべてゼロとおくな
らば，・は轟・な・。したが・て，国民総
生産に占める輸出の大きさ，これを輸出・産
出量比率と呼ぶならば，この比率に1／vをか
けた分だけ成長率はg．から低いものとなる
であろう。
　輸人係数勉はプラスの大きさであるから，
この輸出・産出量比率の差し引き部分と⊥
の大きさとの関連いかんで閉鎖体系の場合の
成長率⊥より大きくなるか小さくなるかが
きまるであろう。そのことは，次のように書
き換えるならば，より明瞭になる。いま，輸
出Xと輸入Mの差をBとおくことにしよう。
これは経常収支と考えることができる。資本
収支が均衡しているとすれば，これは国際収
支をあらわす。このようにすると，われわれ
はただちに次の式を導きだすことができる。
　　夢一÷一轟　　　（2…）
　この右辺の第1項は言うまでもなく，閉鎖
体系の場合における成長率にひとしい。した
がって，一国の経済成長率はこの閉鎖体系の
場合の成長率からB／vYを差し引いたものに
ひとしくなる。いま国際収支が均衡している
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とするならば，この右辺の第2項はゼロとな
り，経済成長率は⊥にひとしくなる。すな
わち開放体系の場合と閉鎖体系の場合におけ
る経済成長率はひとしいのである。
　言うまでもなく，ここでの経済成長率は生
産設備の均衡がつねに持続的に保証されるた
めの必要条件である。もし，経済の成長過程
においては，つねに国際収支の均衡が確保さ
れていなければならないとするならば，この
（2．10）式の右辺の第2項はつねにゼロとな
る。そうすると，次のように言うことができ
るであろう。すなわち，国内均衡を生産能力
の完全利用によってあらわし，国際均衡をこ
の国際収支の均衡によってあらわすとするな
らば，この二つの均衡が実現するためには経
済成長率は⊥の大きさで伸びていかなけれ
ばならないということである。もし，国際収支
の均衡が実現せず，つねに黒字が蓄積されて
ゆくものとするならば，経済成長率は』一よ
りも小さくならなければならないし，逆にも
し国際収支が赤字であるならば，この成長率
は⊥よりも大きくならなければならない1）。
　それでは，なぜ国際収支が黒字になるとき
に，この均衡成長率が低下しなければならな
いのか，この問題に答えるためにわれわれは
モデルのなかにタイム・ラッグの問題を導入
しなければならない。モデルのなかへどのよ
うにタイム・ラッグを取り入れるかはもちろ
ん，その分析視点が異なるにつれて異なって
くるであろう。もっとも重要な点は投資関数
である。これは投資とそれがあたえる生産能
力の関係を示すものでなければならないとい
うことである。その時間の前後関係は次の式
に示すようになる。
　　lt＝・v（Yt，1－Y，）　　　　　　　（2．11）
ここで添字tは期闇をあらわす。いうまでも
なく，t期の国民総生産は同じ期の消費と投
資と国際収支（資本収支は均衡しているもの
国際経済の成長理論
とする）の和にひとしいから
　　Y，＝C，＋1，＋B，　　　　　　　（2．12）
である。
　ところで，国民総生産に占めるこの国際収
支の比率がつねに一定であるとするならば，
そのときB‘はY，とまったく同じ比率で増
大しなければならないであろう。いまB，の
増加率を9とおくならば，そのことは次の式
が成立することを意味する。
　　B‘＝B。（1＋g）t　　　　　　　　（2．13）
これと，さきの投資に関する式（2．11）と
（2．13）を（2．12）に代入するならば，われ
われは次のようなモデルを得る。
　　Yt＝cYt＋v（Y‘＋1－Y¢）＋B。（1＋9）t
　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．14）
　このモデルをY，に関して解くならば，次
のような結果になるであろう。
Y，一iB。／vs／v－9）（・・9）t　⑫・5）
　この解は国民総生産が輸出の成長率9と同
じ比率で成長することを意味している。した
が・て・一曹ﾍつねに一定値を・るこ・にな
る。ところで，Y，が成長率9で増大してい
く場合，その初期値はもちろんプラスでなけ
ればならない。マイナスの国民総生産はあり
えないからである。そこで，その解の常数項
はプラスということになるが，そのことは
⊥が9よりも大であることを意味している。
⊥－9＞0ということはY‘の成長率9が
閉鎖体系の場合の成長率÷よりも小さいこ
とを意味している。すなわち，輸出が国民総
生産と同一比率で増大していくという想定の
もとでは，Ytの均衡成長率はsよりも小
さくなる。ただし，国際収支Bがつねに一定
であるならば，国民総生産Yに占めるBの比
率はしだいに低下し，ついにはゼロに収敏す
るであろう。したがって，国民総生産の成長
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率はSにほぼひとしくなってしまう。
　　v
　この解の意味するところは次のとおりであ
る。すなわち，外国との貿易をおこなってい
る国民経済の場合には，その国の生産設備が
フルに利用されるという条件が満たされるた
めには外国からの超過需要が存在している場
合，その超過需要分だけ，国内の需要が少な
くてすむというのである。言いかえるならば，
国内の生産設備の完全利用のために必要な有
効需要の増大の一部は外国からの需要によっ
てみたされるのである。その分だけ国内の有
効需要の増加テンポが少なくてすむ。このこ
とからも明らかなようにここでいう均衡成長
率は決して自動的に発生してくる均衡成長径
路をあたえるものではなくて，もし設備の完
全利用が保証されるとしたならば，どのよう
な成長率で成長しなければならないかを示す
ものである。
　もちろん，このように投資がうまく成長し
ていくかどうかは投資誘因の問題があるので，
どうなるかをあらかじめ断定することはでき
ない。それには成長率そのものの大きさを決
定するのに投資がどのような行動をしていく
かを知らなければならないのである。その行
動の仕方いかんによってはこのような均衡成
長率は保証されないし，したがって経済がそ
の均衡成長率によって生み出されてくる均衡
成長径路に沿って成長しつづけるかどうかは
わからない。しかし，いずれにせよ輸出超過
の国ではハロッド・ドーマー的な意味におけ
る均街成長径路は設備の持続的な完全利用の
ための必要条件ではないということである。
それよりも低い成長率でも完全雇用が保証さ
れるということである2）。
　2．2　経済成長の国際的連関
　いうまでもなく，国際経済は相手国があっ
てはじめて成り立つものであるから，このよ
うな均衡成長の分析が多数国のケースについ
国際経済の成長理論
ておこなわれなければならないであろう。い
ま，かりに多数の相手国を一括して第2国と
おくならば，当該国つまり第1国と相手の第
2国との関係は次のような式によって示すこ
とができるであろう。
　　y1＝C1＋Il＋Xl『M2　　　　　　　（2．16）
　　Y2＝C2十・r2十X2『Ml　　　　　　　　　（2．17）
添字は第1国と第2国を示す。なお，第1国
の輸出は第2国の輸入であり，第2国の輸出
は第1国の輸入であるから
　　X1＝M，　　　　　　　　　　　（2．18）
　　X2＝＝Ml　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．19）
が成り立つ。
　また，投資に関する産出効果をあらわす式?
　　Il＝v1△Y1　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2，20）
　　12・：v2△γ2　　　　　　　（2．21）
とおき，消費と輸入については，前節におけ
るとおなじくそれぞれ国民総生産に比例する
ものと想定しよう。
　これらを考慮して（2．16）と（2．17）をか
きかえるならば，次のようになる。
　　（Sl十M1）Yl－〃z2Y2＝Vl△Y1　　　　　（2．22）
　　（s2一トM2）Y2－Mlyl＝v2△Y2　　　　　（2．23）
　第1国について，この式をかきかえると
　　要一（S1十Ml　　　v1）一（警）葺（…ρ
となるが，この（2．24）は第1国の経済成長
率が固定的な部分と変動的な部分との和であ
ることを示している。すなわち右辺の第1項
はすでに一度示したようにs1＋Mlとなって
　　　　　　　　　　　　　Vl
固定的である。第2項は璽を係数とした両
　　　　　　　　　　　Vl
国の国民総生産比率をあらわしている。
　もし，第2国の成長率が第1国の成長率を
上回るならば，第1国の成長率それ自体はし
だいに低下していくことになるであろう。ま
た，その逆に第1国の国民総生産の成長率が
第2国のそれよりも大きいならば，第1国の
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経済成長率はそれだけ増大していくことにな
る。いま第1国の経済成長率をg1，第2国
の経済成長率をg2とするならば，さきの第
1国の経済成長率は次のようになる。
　　蝋51弟響1）一（M2v1）瑠誰1
　　　　　　　　　　　　　　　　（2．24）’
　いま，この（2．24）’を時間tに関して微分
してみると，次のようになる。
　　薯一一（M2Vl）（多1器1）ig・－9・）
　　　e（92－91）t
　これを書き換えるならば，
　　薯一一（M2Vl）瑠愉一9・）
　　　　　　　　　　　　　　　　（2．25）
のごとくになり，第1国の経済成長率の変化
は両国の経済成長率の差に依存することが明
らかになる。第2国の経済成長率g2が第1
国の経済成長率g1より大であるならば，91
の時聞的変化率はマイナスであり，もしg2
がg1よりも小さいならば，　g1の時間的成
長率はプラスになることが示されている。
　したがって，もしその国の経済成長率が他
の国の経済成長率よりも高いならば，その国
の経済成長率そのものはますます大きくなっ
ていくであろうし，もしその逆ならばその国
の経済成長率はますます小さくなっていく。
そのような結果が生じないためには両国の経
済成長率がひとしくなければならない。ずな
わち91　＝・　g2ならば
　　讐一・
となり，両国の成長率はつねに一定となる。
　このように成長率がつねに一定となるよう
なケースでは，両国の国民総生産がつねに同
一の比率で成長していくという意味で，一つ
の均衡成長径路をもつことになる。ただ問題
はこの両国の成長径路は必ずしも安定性をも
っているというわけにいかないところに問題
がある。ふたたびもとにもどって，　（2．　22）
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と（2．23）を取り上げよう。これを書き換え
ると，
（L’E：＋M’、∵：：）（；：）
　　　《鵬膿）
のようになる。いうまでもなく
Q1i・・
iL－h：＋M’一M2
である3）。
をλ。とおき，
ぐならば，
（2．・26）
、吻＿プ（v1　00　　v2）〉・
　　　　　したがって，Qのフロベニウス根
　　　　　　　その固有ベクトルをx。とお
　　　　　X。一（X。1，X。2）はプラスの符号を
もつ。他の固有根々に対応する固有ベクト
ルXt－（Xi1，　Xi2）はマイナスの要素を含んで
いる。いうまでもなく，Qx、＝　RsX8がなりた
っている。
　他方，もし両国の国民総生産が同じ成長率
qで成長するものとするならば，
q（；：）一（蔑：）
が成立する。また，（2．・26）は
（；：）－Q偽
（2．27）
（2．26）’
のように書き換えられるから，この二つの関
係が同時に満足されるとき
｝（；：）－Q（；：）　⑫28）
が成立しなければならない。
　両国の国民総生産はプラスの符号をもたね
ばならないから，
　　1／q　＝＝　2．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．29）
　　（Y1，　Y2）コα（x。1，x。2）　　　（2．’・30）
であれば（2．28）は満足される。ただし，こ
こでαは比例係数でプラスの符号をもつ。し
たがって，初期条件が上の条件（2．30）をみ
たすならば，両国の国民総生産は1／R。の成
長率で増加しつづけることになるであろう。
すなわち，
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　　Y1・・αx，。1（1＋1！R。）t
　　y2置ακ。2（1＋1／え。）¢
となる4）。
　多数国ケースのダイナミックな分析はもう
一つの方向に展開される。それは投資の資本
蓄積効果よりはむしろ投資の有効需要効果に
着目する。そこでは投資は生産能力を蓄積す
るという側面ではなく，むしろ有効需要の増
大をもたらすという側面で取り上げられる。
したがって投資誘因を示す投資関数が設定さ
れなければならない。その投資はそれぞれそ
の国の国民総生産水準に依存しているような
タイプのものと考えられる。この場合，モデ
ルは次のような式によってあらわされるであ
ろう。前と同じように二国ケースについて示
してみると，第1国と第2国についてそれぞ
れ
　　Y1　＝＝　CIYI＋iiYl＋M2Y2－〃MIY1＋a1
　　　　　　　　　　　　　　　　（2．31）
　　Y2－C2Y2＋i2Y2＋MIYI－　M2Y2＋a2
　　　　　　　　　　　　　　　　（2．32）
となる。ここでiは投資係数である。
　このモデルをそれぞれ書き換えると次のよ
うになる。
　Y、＝＝　・・．＋　m・Y・．
　　　　　　　　　　　Sl十Ml－ZlS1十Ml－tl
　　　　　　　　　　　　　　　　（2．33）
Y・一 A，＋轟一i，＋、，離、、
　　　　　　　　　　　　　　　　（2．34）
一見してあきらかなように，分母がプラスの
とき，これは両国の国民総生産の均衡値をあ
たえる。分母がマイナスのとき均衡値はマイ
ナスとなり，その経済的意味付けが不可能と
なってしまう。この（2．33），（2．34）はそれ
ぞれグラフに画くならば，次の第2．1図のよ
　　　　　　　　　　　o　　　　　　　oうになる。図においてY1とY2はその均
衡値を示す。もし，常数項がゼロであるなら
ば，この式は第1国の国民総生産が第2国の
国民総生産に比例すること，もしくは第2国
国際経済の成長理論
Y2
Y2
第2．1図
　O　　　　　　　　　　yl　　Y，
の国民総生産が第1国の国民総生産に比例す
ることになるであろう。図において二直線は
原点をとおる。
　もちろん，これだけではわれわれはダイナ
ミックな分析の領域に入ることはできない。
そこで，われわれは国内支出および外国の支
出がそれぞれ国民総生産の前期の関数である
と想定しよう。そうすると，常数項aをゼロ
としたときのわれわれのモデルは次の（2．35），
（2．36）のようになる。
　　Y1（の＝〔c1＋il－M1〕Y1（t－1）
　　　十M2Y2（t－1）　　　　　　　　　　　　　　　（2．35）
　　Y2（t）　＝〔c2＋i2－M2〕Y2（t－1）
　　　＋MIYI（t－1）　　　　　　　　　　　　　　　（2．36）
　このモデルはメツラーが国際貿易の分析に
用いたタイプの動学モデルである5）。いわば，
所得分析をそのまま国際経済の多数国分析に
適用した形のものとなっている。メツラーの
モデルでは両国における支出係数の和がそれ
ぞれ1より小さいときが取り上げられ，その
条件が両国の国民総生産をして，それぞれの
均衡値（この場合は均衡値がゼロ）にむかっ
て収束させるところのものであった。
　いうまでもなく，消費係数と投資係数の和
が1よりも大きいか小さいかはそのときの経
済の諸条件に依存するであろう。C＋i＞1と
いうことはi＞Sということであるから，貯
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蓄曲線と投資曲線に関してみてみると，前者
の傾斜の方が後者の傾斜よりも大きいことに
なるであろう。また逆にもしC＋i＜1ならば
i〈Sであるから，前者の傾斜は後者のそれ
よりも小さい。第1国と第2国の国民総生産
がどのように変動していくかは，そのパラメ
ーターの値および初期条件に依存する。
　もしいずれか一方の国（たとえば第1国）
の消費係数と投資係数の和が1よりも大であ
り，他方の国（たとえば第2国）ではその和
が1以下でないとする（たとえば，かりに1
とする）ならば，両国の国民総生産は安定的
な成長径路にそくして成長することになる。
この安定的な成長径路をグラフに画いたのが
次の第2．2図における02＞線である。この径
路上にあっては，両国の国民総生産はまった
く同じ比率を保ちながら成長していくことに
なる。このON線は一つの均衡成長径路をあ
らわしているといえる。
　もちろん，出発点における両国の国民総生
産がそれぞれ適当な組合せをとりうるから，
その成長径路に近接するまでの動きは，必ず
しも同一ではない。
　グラフに示されたごとく，a，　b，　c，……の
各線によって示されたようなものになる。も
ちろん，Ol＞線に平行なある0’N’線にむか
って収束していくケースを考えることができ
X2
0 XI
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る。すべての変動径路がそこへ収束していく
基本的な役割をもつ変動径路はつねに原点を
通った直線であらわされ，この径路上では両
国の国民総生産の比率はつねに一定である6）。
　この成長過程で国際収支が均衡するかどう
かはわからない。国際収支の均衡を保証する
ためには，次の式を満足するように両国の国
民総生産の比率が維持されなければならない。
すなわち国際収支の均衡のためにはM2Y2　＝＝
Mly1でなければならないから，
　　（】rl，　Y2）＝α（Ml，　M2）　　　　　　　（2．37）
となる。われわれの例では表現しなおして
　　葺一辮一・
とすることができる。
　この両国の国民総生産の比率はさきのモデ
ルがあたえる均衡径路上の両国国民総生産の
比率（われわれの例では0．41）とは一般には
異なっているであろう。そうして異なるかぎ
り，いずれかの国の国際収支は赤字となり，
したがって，残りの国の国際収支は黒字とな
るであろう。われわれの例にそくしていえば，
第1国の国際収支は赤字となり，第2国の国
際収支は黒字となる。したがって，この経済
成長過程で，ある国は次第に国際収支の黒字
を累積し，他の国は赤字を累積することにな
るであろう。
　成長過程における国際収支の黒字の累積な
いし赤字の累積という問題はさきの開放体系
におけるハロッド・ドーマー・モデルの場合
にも存在していた。それは国民総生産におけ
る国際収支の比率がつねに一定に維持される
という条件のなかに存在していた。あの場合
にも国際収支の黒字（ないし赤字）はたえず
増大しつづけることになる。
　いま取り上げている均衡成長径路は，二つ
の国の国民総生産の比率を一定に保つけれど
も，その比率は必ずしも両国の国際収支の均
衡が維持されるときの両国の国民総生産比率
にひとしくはない。もし両国の国民総生産の
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比率が国際収支の均衡を維持する比率よりも
大きいならば，すなわち第1国の国民総生産
の第2国の国民総生産にたいする比率が国際
収支均衡を保証する両国国民総生産比率より
も大きいならば，第1国はその均衡成長径路
にそって成長していく過程でたえずその国際
収支の赤字を累積していかなければならない
ことになるであろう。それとは逆に第2国の
国際収支はその成長径路にそっていく過程で，
次第にその黒字幅を拡大していくことになる。
両国の国民総生産が均衡成長径路上にあると
き，両国の国民総生産は同一の成長率で成長
するから両国の国際収支もまたそれと同一比
率で増大していくことになる。したがって，
国民総生産にたいする国際収支の比率はつね
に一定となるであろう。このことは両国の国
民総生産が同一の均衡成長率で成長すること
を念頭におけば容易にわかる。第i国の国際
収支と国民総生産比率は，
費lll一艇多llll〕覗・
一甥o瑠｝物 （2．38）
となるから，この比率はつねに一定となる。
はじめに黒字ならば，つねに黒字となるし，
赤字ならばつねに赤字となる。
　赤字に悩む国の消費支出なり投資支出なり
が減少するか，または輸入が減少するという
ことでも起こらないかぎり，このような状態
は変化しない。あるいは（または同時に）黒
字国においてそれと逆のことが起こる心要が
ある。これはモデルに含まれるパラメーター
（消費係数，投資係数および輸入係数）の変
化を意味するであろう。こうしたパラメータ
ーによる調整がどこまで現実的におこなわれ
うるかは問題である。しかしここで注目すべ
き点は黒字国において何らの対策もとられず，
赤字国においてのみ極度に国内支出抑制をお
こない，パラメーターの値を低めるような政
策がとられた場合に両国の国民総生産は成長
国際経済の成長理論
することをやめてしまい，逆にそれらがとも
に減少していくようなケースが起こってくる
ということである。
　このようなケースはたとえば消費係数と投
資係数の和が第1国の国内支出抑制の結果と
して
　　c1＋ii〈1
という値をとったときにおきるであろう。そ
の他のパラメーターはすべて同じ値をとって
おり，第2国はこれまでどおりのやり方で経
済が運営されている。かりに減少を誘発する
ところまで第1国の支出係数が切り下げられ
ないとしても，その成長速度がともに低下す
ることは確実である。これは一方の国におけ
る経済活動が他方の国の経済活動と密接につ
ながっているような国際経済モデルにおいて
は当然起こりうる現象である。経済の成長過
程において，ある国の国際収支赤字の調整が
その国の引締め政策によってのみおこなわれ
るとした場合，そうした世界的な不況過程が
起こる可能性があるというこの分析は充分現
実の政策的判断にあたって配慮されて良いと
ころである。
　ただし，ここでの分析では，モデルに含ま
れる投資関数がいわゆる能力効果をもつこと
を陽表的には考慮にいれていない。したがっ
て，ここでの経済成長は能力効果を陰伏的に
考慮した形になっている。このような形の投
資関数はさきの「加速度原理型」の能力効果
の陽表的配慮と異なるものであり，その適用
範囲はやや異なるものといえよう。
　2．3経済成長と貿易収支
　これまでわれわれはもっぱら所得分析の範
囲にとどまりながら国際経済のダイナミック
な成長過程における経済成長問題を扱ってき
た。しかし，われわれはここでそうした分析
のなかで無視されてきた重要な要因を考慮し
なければならない。それは国際取引において
重要な役割を演ずる生産物価格および為替相
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場の問題である7）。為替相場は一方の国の生
産物の価格を他方の国の価格に書き直すとき
に用いられる。いわば換算単位である。した
がって，この換算単位が変化する場合には，
一方の国の価格が他方の国の価格へ転換され
るときの大きさに変動が生じる。それはある
場合には一見相手国の価格が上昇したかのご
とくに映り，他の場合にはその価格が下落し
たかのごとく映ずるであろう。
　したがって，われわれは取引される生産物
の両国における価格比率の問題と為替レート
の問題を同一視点から扱うことができる。以
下の分析においては主としてこの価格比率と
為替レートの問題をこれまでの分析にとりい
れながら考察をすすめていくであろう。通常
の場合，国際収支は輸出額マイナス輸入額で
示される。以下における分析の便宜上，国際
収支も輸出入額もすべて対数であらわすこと
にする。いま，Bによって貨幣であらわされ
た国際収支とし，Pxを第1国の輸出財の価
格とし，Pmを第2国の輸出財の価格とする
ならば，われわれは次の式を得る。
　　log　B＝lo9（PxX）－log（rPinM’）　　（2．39）
　ここでrは為替レートである。いま簡単化
のために為替レートを1とおくならば，われ
われは次の式を得るであろう。
　log　B＝iog　1）十i（）g　X－log．～Vtl「　　　（2．40）
ただし，P＝Px／Pmであり，相対価格（交易
条件）である。
　まず，この式について全微分をとるならば
次のようになる。
穿一穿＋肇一響　⑫・・）
ここで，われわれはそれぞれの国の輸出は相
対価格とそれぞれの国の国民総生産の関数で
あることを考慮しなければならない。すなわ
?
　　X＝X（P」　Y2）　　　　　　　　　　　　　　　（2．42）
　　M＝M（P，　Yl）　　　　　　　　　　　　　　（2．43）
である。いま輸入の価格弾力性と所得弾力性
をそれぞれ
　　　　　dX　　　P　　ε1＝一薯一’ア
　　　　dX　　　Y2　　n2＝⊃ゼの孤
のように定義する。
　　　　　　　dB　そうすると，　　　　　　　B
に書き換えられる。
　　dB
　　B
　　　十（η291172一η琵9V1）
国際経済の成長理論
????躍「?
●＝62
σ＝雛
はこれを用いて次のよう
一一 i9pl－9P2）（1一ε1一ε2）
　　　　　　　　　　　　　　　（2．44）
ここで9p1はPlの変化率であり，9p2はP2
の変化率である。また9r1と9r2はそれぞれ
の国の国民総生産の増加率である。
　この式は一国の貿易収支の変化率は二つの
部分から成り立っていることを示している。
ここでのBは言うまでもなく第1国の国際収
支である・・たが・て望は第・国の国際収
支の増加率（もしプラスならば）をあらわし
ていることになる。この増加率は一つは輸入
価格にたいする輸出価格の上昇率とそれぞれ
の国における財需要の価格弾力性に依存し，
もう一つはそれぞれの国の所得成長率とそれ
にたいする財需要の弾力性に依存する。この
式の右辺の第2項，すなわち所得成長率とそ
の所得弾力性によって影響を受ける部分はこ
れまでの考察において主として取り上げてき
た部分である。しかしその右辺の第1項はこ
れまでまったく考察の対象外においていた価
格変化のあたえる効果を示している。
　いま両国における価格上昇率がゼロである
としてみよう。その場合に第1国の国際収支
の変化率は次のようになる。
　　望・29・・一・・9・・　　（2・・45）
所得弾力性があたえられたものとするならば，
第1国の国際収支の変化率は両国における所
得成長率の差に依存することになるであろう。
すでに述べたように，もしこの成長率がまっ
たくひとしいならば貿易収支もまた同じ比率
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で増大もしくは減少していくことになるであ
ろう。そのことは，とくに説明するまでもな
く一見して明らかである。
　もしη2よりもη1が小さいならば第1国
の国際収支の黒字はしだいに拡大していくで
あろうし，もしη1がη2よりも大であるな
らば，国際収支の赤字は累積していくことに
なる。すなわち，
、・・一ｾ一（・・一・・）9・　（2・・46）
　ところで，この国民総生産の増加率はそれ
ぞれいろいろな理由によって起こりうるので
あるが，いまその所得の成長が労働生産性の
上昇によって生じたものとするならば，上の
（2．45）は第1国の国際収支の変化率は両国
における労働生産性の上昇速度の差に依存す
ることを意味するであろう。したがって，も
し両国の成長率の差がまったく生産性上昇率
の差によって説明できるような極端なケース
を考えるならば，生産性の上昇によってあま
りにも急激にその国の所得が増大していく場
合，その国の国際収支は悪化する可能性のあ
ることを示している。
　もちろん生産性上昇は単に国民総生産（所
得）の増加率に影響をあたえるだけではない。
それと同時に生産物価格の相対水準にも影響
をあたえる。したがって，その点をも考慮し
ないかぎり，生産性上昇の国際収支への影響
についての論議は充分ではない。生産性上昇
はむしろ価格（コスト）面への影響をとおし
て貿易に効果をあたえると考えられているか
らである。こんどは国民総生産の成長がゼロ
であるような極端なケースを考えてみょう。
その場合，第1国の国際収支は次のような式
によって示される。
　　誓一傷・－9P・）（・一・・－e2）（2・・47）
　右辺め（1一ε1一ε2）は通常，為替市場にお
ける安定のための十分条件とみなされている
ものであるが，これは通常マイナスである。
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濁国の輸入需要の価格弾力性の和が1より大
であると想定することが充分理由のある想定
であるとするならば，第1国の国際収支の増
加率が正になるか負になるかは第1国の価格
上昇率が第2国の価格上昇率よりも低いか，
あるいは高いかに依存することになるであろ
う。
　さきほど述べたように価格の変化は通常，
生産性の変化を反映するものとみられるから，
両国における価格変化率の差は同時に生産性
上昇率の差を反映するものと言うことができ
よう。もちろん生産性の上昇によってひき起
こされるものは当該生産物価格の下落である。
したがって，いまの場合，第2国の価格が一
定であり，第1国の価格が生産性の上昇の結
果下落していく場合，右辺は全体としてプラ
スの値を示すことになるので第1国の国際収
支は黒字となる。
　もし第2国における生産牲の上昇が想定さ
れるときには，両国の生産性上昇率の差がこ
の価格変化率の差にあらわれることになる。
いま賃金の上昇によってその生産性の変化が
吸収されないとするならば，生産性の上昇率
にひとしい大きさでそれぞれの国の価格の下
落率が決定されるであろう。したがって，両
国における生産性上昇のテンポがどのような
ものであるかによって，ある場合には右辺が
プラスとなり，ある場合にはマイナスとなる。
　このように見てくると生産性上昇の影響は
二つの側面にあらわれることがわかる。一つ
はコストの低下を通じてその国の価格を低下
させる。もう一つはその国の所得水準を引き
上げることによって輸入需要を高める。国際
収支の上に最終的にどのような影響をもたら
すことになるかはこの二つのルートを通ずる
輸入増大効果と輸出増大効果との相対的大小
関係に依存するであろう。
　なお，ついでに一言するならば価格上昇率
は為替レートの変化によって生ずることもあ
りうる。いま為替レートrを陽表的に考慮す
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るならば，両国の価格はPl／rP2←P／r）に
よって示されよう。
　いまこの相対価格が一定であるとすれば，
これの全微分をとり整理するとき?????? ????＝?????????????
7????????
（2．48）
（2．49）
　したがって，相対価格の上昇率は為替レー
トの変化率にひとしいことがわかる。これは
為替レートの切り下げが第1国の国際収支を
改善するかどうかは相対価格の上昇の場合と
同じであることを示している。したがって，
為替レートの切り下げによって第1国の国際
収支が改善されるためには（1一εi一ε2）がマ
イナスでなければならない。この式が為替市
場の安定のための十分条件といわれている理
由がわかるであろう。
　ところで，国際収支がつねに均衡している
ものとするならば，上の（2．44）の左辺は当
然ゼロとなる。ここからわれわれは国際収支
が経済の成長過程でつねに均衡しているため
には両国の価格比率がどのように変化してい
かなければならないかを示す次の式を導出す
ることができる。
　　勘一η響義響　　　（2…）
　この式はもし第1国の国際収支が経済の成
長過程においてつねに均衡状態にあるために
は両国の国民総生産の成長率と相対価格の変
化率の間にはつねに一定の関係が成立してい
なければならないことをあらわしている。い
ま第2国の国民総生産の成長率がゼロである
と仮定するならば，右辺は第1国の国民総生
産の成長率によってのみ変化する値となるで
あろう。第1国の経済成長率がプラスである
かぎり，右辺はマイナスとなる。すなわち
9P・一
i　　　一一　n1ε1＋e2－1）9・・　（2…）
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である。このことはこのような状況のもとで
は第1国の第2国にたいする相対価格はつね
に低下していかなければならないことをあら
わしている。
　1）　R．F．Harrod，　In　ternational　Economics，
　　London，　Cambridge　University　Press，
　　the　3rd．　ed．，1957，（小島訳）。
　2）　R．GD．Allen，　Macro．Economic　Theory，
　　London，　Macmman，1967（新開・渡部訳）
　　にはこの点についての詳細な展開がある。
　3）　ここで用いられている数学については二階
　　堂副包『経済のための線型数学』培風館，
　　1961年，第2章を参照。
　4）　より詳しい数学的分析については，R．　Do－
　　rfman，　P，A．Samuelson　and　Robert　M，
　　SolOw，　Linear　Programming　and　Econo－
　　mic　44”α砂舘3，　New　York，　Macmillan，1958
　　（安井〔他〕訳），Chap．11をみられたい。
　5）L．A．　Metzler，　“Underemployment
　　Equilibrium　in　International　Trade，”
　　Econometrica，　vol．10，　1942．
　　　　　，“Stability　of　Multiple　Markets：
　　the　Hicksian　Condition，”Econometrica，
　　vol．13，　1945．
　6）渡部福太郎r景気変動と国際収支』創文社，
　　1962年，第5章に詳細な説明がおこなわれて
　　いる。
　7）この点についてはH．　G．　Johnson，　oP．　cit，
　　（1958）参照。
3　成長過程における
　　　貿易パターンの変化
　3。1経済成畏と生産パターンの変化
　前節において，開放経済における成長過程
そうしてその過程における貿易収支や国際収
支問題を考察してきたが，これまでの分析で
は，そのような過程においてその国の生産パ
ターンと貿易パターンとの関連，あるいは貿
易パターンと需要パターンとの関連がどのよ
うに変化していくかについてはまったく考察
をあたえなかった。この側面の分析はマクロ
的な分析にミクロ的な要因を導入することに
なるが，しかし，それはミクロ分析そのもので
はなく，やはりマクロ的な分析視野における
一つの発展とみられるべきものであろう。以
下における考察はこの分析側面にむけられる。
　経済成長という動態的な世界においては，
人口は増大し資本は蓄積される。いいかえる
と，労働力や資本などの基本的生産要素の量
が増大する。それは需要を増大させ，生産を
増大させ，貿易量を変化させる。そしてその
増大と変化の過程において，生産パターン，
需要パターンそして貿易パターンが変化して
いく。この問題に接近するため，われわれは
国民経済を構成している生産部門を二っのグ
ループにわけることにしよう。そこで生産さ
れる生産物をX，とX2とおくことにする。
その国には一定の生産要素をもっているから，
それを用いてX1とX2の二つの財が生産さ
れていることになる，このような場合，われ
われは生産可能領域というのを定義すること
ができる。
　次の第3．1図はそれを示す。斜線の領域
はあたえられた資源すなわち生産要素のもと
で生産できるXlとX，のすべての組合せを
あらわしている。とくにab線上の組合せ
（たとえばA）はその資源をフルに利用したと
きにえられるものであり，その内部の組合せ
X2　　　　　第3・1図
a
a
0 b　b’　X置
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（たとえばB）は不完全利用のときにえられる
ものである。もちろん，完全利用というのは
少なくともそのときの利用可能な資源がフル
に利用されるという意味での‘‘完全利用”で
ある。
　ダイナミックな世界では労働力や資本など
の生産要素の量が変わる。その点をこれから
取り上げる。いうまでもなく，生産要素の増
大はこの生産可能領域を拡大する。いいかえ
ると，経済成長はab曲線の外側への拡張を
もたらす。たとえば，第3．1図のa’b’線にみ
るように拡張する。この生産可能領域はあく
までも潜在的な性格のものであるから，この
ab線のどの場所からa’b’線のどの場所へ生
産の組合せがうつっ’ていくかはこれだけでは
わからない。
　それを知るには価格条件を必要とする。す
なわち，二つの財の価格があたえられるなら
ば（X1の価格をP1とし，　X2の価格をP2
とする），X1とX2をそれぞれどれぐらい生
産したらよいかはすぐにわかる。いま国民経
済の多くの生産部門は二つの部門にわけられ
ているのであるから，この二つの生産部門の
生産物の合計は国民総生産である。前節では
　　　Y－＝Py　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．1）
という形であらわされたものが，
　Y＝PIXi十P2×2　　　　　　　　（3．2）
であらわされる。PをもってYを割ったもの
が実質国民総生産であるが，今度はたとえば
P2でもってYを割ることによって実質国民
総生産があらわされる。まぎらわしいが同じ
yという記号を用いて
　　二y　＝　YIP2　＝一（P1／P2）X1＋X2　　　　　　　（3．3）
とあらわされる。生産はこのyがもっとも大
きくなるように決定されるから，dy　－Oを満
たすようにXlとX2の生産量がえらばれる。
いいかえると，それは
　　Pl／P，＝－dX，／dX1　　　　　　　　　　　　（3．4）
という条件を満たすところである。二財の相
対価格がab線の傾斜にひとしいところでXl
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とX2の生産量が決定される。図のA点はそ
ういう場所である。相対価格に変化がないか
ぎり，生産可能領域の拡大は実質国民総生産
を増大させることは当然である。図にそくし
ていえば，A点にかわってA’点が選ばれる
からである。
　しかし，その前になお明らかになしうるい
くつかの点をとりあげてみることにしよう。
そのために資本量（K）が一定であって労働
力（L）だけがふえる場合，あるいは労働力
が一定で資本量だけがふえる場合，どちらも
増加し，かつ技術進歩がある場合というよう
に，いろいろと生産要素の変化についての組
合せが考えられると思う。その組合せ如何に
よっては，この拡張の仕方がいろいろ変わっ
てくるはずである。それからそれがすべての
生産物に全般的に万遍なく拡張していく場合
といずれかの生産物に片寄って拡張していく
場合とあるであろう。
　いま，Xlが労働集約的な生産物であって，
X2は資本集約的な生産物であると，すると労
働集約的生産部門へ片寄った蓄積がおこなわ
れれば，当然潜在的にはこの拡張は第3．2図
においてa’bt線のようになっていく。それ
から逆に資本集約的な生産部門へ片寄った成
長の仕方をすれば，この生産可能領域の拡張
はa”b’t線のような形になっていくであろう。
x2
?
??
0
第3．2図
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これが資本蓄積によるのか，あるいは技術進
歩によるのか，あるいは労働力の増加による
のか，いまのところ問わないことにする。と
もかくこの三つのコンビネーションとして生
産可能領域の拡張がおこってくる。資本集約
的な生産部門での技術がどんどん進歩すると，
たとえその国の生産要素の増加速度がいまま
でと変わりなくても，資本集約的部門での生
産可能性はどんどん大きくなっていく。
　そこで，まず資本量が増大した場合に，ど
のような影響が二つの生産物の生産量の上に
あらわれるかを検討してみることにしよう。
X1の生産部門は労働集約的な生産部門であ
り，X2の生産部門は資本集約的な隼産部門
であるから，前者においては生産物一単位を
生産するのに必要な労働の量は資本の量に比
べて相対的に多い。また，後者ではその逆に
生産物一単位の生産に必要とされる資本の量
は相対的に多い。いま，生産に投入される労
働と資本の平面にそれを画くならばそれらは
第3，3図のOX1，0×2の二つの線分のよう
になるであろう。二つの部門における生産量
はそれぞれこのOX，，　OX，の線上にはから
れる。いま，その社会の利用可能な資本量と
労働の量がK，Lであらわされているとする
ならば，その国での生産活動はその資源の制
約の範囲内でおこなわれなければならない。
第3．3図
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　そのことは図にそくしていうならば，生産
は0とAとによって囲まれた矩形の面積のな
かでおこなわれなければならないことを示し
ている。A点はLとKのすべてが生産過程に
投入された場合の座標を示している。したが
って，Xl生産部門の生産において用いられ
た資本と労働の量とX2の生産部門で用いら
れた資本と労働の量のそれぞれの合計はその
社会で利用可能な資本と労働の総量をこえる
ことはできないのである。いま，X1生産部
門における生産量が点βによってあらわされ
るとするならば，そのときの資本と労働の投
入量はこの点βの座標によってあらわされる。
同じようにして，X2の生産部門における労
働と資本の投入量が点αの座標によって示さ
れているとするならば，その点αは同時に
X2の一定の生産量をあらわすことになるで
あろう。
　このα，βの二つの点であらわされた生産
量をそれぞれ生産している場合，両部門にお
ける労働と資本の投入量の総合計はその社会
の労働と資本の総合計量にひとしい。テクニ
カルな表現を使うならば，ベクトル0αとベ
クトル0βの合計はベクトルOAにひとしい
のである。その社会の資本と労働がすべて完
全に生産過程に投入され利用されるべきであ
るとするならば，われわれはαとβという二
つの点を選択することになるであろう。両部
門において採用される生産技術に変化がなけ
れば，この二つの生産部門における労働と資
本の投入比率は変わらない。したがってOX1
線とOX，線はそのままの位置にとどまる1）。
　そのような状況のもとで，いま資本量が増
大したとしよう。そのとぎに両部門の生産量
にどのような変化があらわれるかは，これま
での論議から簡単に結論をすることができる。
ふたたび，図にそくしていうならば，資本量
がKからKtに増大する。もし，この増加した
資本量が労働とともに完全に生産過程に投入
さるべきであるとするならば，XlとX2の二
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つの生産部門で投入された資本と労働の量の
それぞれの合計は社会全体の資本と労働の量
にひとしくなければならない。そのような条
件は，X1生産部門においては点β’によって
あらわされる生産量を実現し，またX2生産
部門においては点α’によって示される生産
量を実現したときにみたされる。それぞれの
部門ではそれぞれ点α’と点β’によって示さ
れる資本と労働が投入される。もしこのよう
にするなら，両部門における資本と労働のそ
れぞれの投入量の合計は社会全体の存在量に
ひとしくなるであろう。点α’と点β’はその
ような条件をみたす点である。ふたたびテク
ニカルな表現を用いるならば，ベクトルOα’
とペクトル0β’の和はOA’ベクトルにひと
しくなっている。
　資本量Kの増加する前と増加した後の状況
を比較するならば，きわめて対象的な結果が
そこに見出される。それはX1生産部門にお
いては生産量が減少し，X2生産部門におい
ては生産量が増大しているということである。
いいかえると，この資本量の増大の過程で労
働集約的な生産部門における生産量は減少し，
資本集約的な生産部門の生産量は増大してい
る。もし，このまましだいしだいに資本が蓄
積されていくならば，労働集約的な生産部門
の生産量はますます縮小し，資本集約的な生
産部門はますます拡大する。この国の産業構
造はしだいに資本集約的な産業部門の方へ傾
斜していくことになるであろう2）。
　これと同じ論理で労働量が増大していく場
合の影響が導出される。あらためて説明をく
り返すまでもなく，資本量が一定で労働のみ
が増大した場合，労働集約的な生産部門の生
産量はしだいに増加し，資本集約的な生産部
門の生産量はしだいに縮小するであろう。も
しその国において資本の蓄積速度が著しく鈍
く，人口のみが大きく増加1つづけるならば，
その国の産業構造はしだいしだいに労働集約
的なものへと変化していくことになるであろ
う。
　3．2生産バターンと消費バターンの変化
　いうまでもなく，現実においては資本も増
大し労働も増大する。もし，この二つの生産
要素が同一比率で増加しつづけるなら，その
国の両部門の生産量もまた同一比率で増大し
つづけるだろう。しかしながら，もし労働の
増加率よりも資本の蓄積速度の方が早ければ，
資本集約的な産業部門の生産量は労働集約的
な産業部門の生産量よりもより早い速度で増
加しつづけ，その経済の全生産量に占める資
本集約的な生産部門の生産量のウエイトはし
だいに高まっていくであろう。しかしながら，
もし資本の蓄積速度よりも労働の増加率の方
が早いならば，その国の労働集約的生産部門
の生産量の増大速度は資本集約的な生産部門
の生産量の増加速度を上まわることになり，
全生産量に占める労働集約的生産物のウエイ
トはしだいに高まることになる。
　このような結論はもちろん採用される生産
技術にはまったく変化がないという条件のも
とで導き出されている。したがって，もし採
用される生産技術の内容が変化するならば，
この結論は若干の修正をこうむることになる。
たとえば，X1生産部門において急速に資本
集約的な生産技術への移行が生じ，図におけ
る生産技術をあらわすOX1線の傾斜がしだ
いに急になるならば，これまでの結論は異な
ったものとなる可能性がある。さらに，資本
集約的なX2生産部門の生産技術が労働集約
的な生産技術へ同時に移行していくならば，
前述の結論が逆転する可能性さえある。
　しかし，われわれはこのような極端なケー
スを一般的なものと考える必要はない。通常
の場合，両部門ともに資本集約的な生産技術
の方へ次第に移行していくと考えられるから
である。また，現実にそくしてみる場合，労
働の増加率が資本の増加率を上まわる可能性
も著しく低い。人口増加率に依存する労働力
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の増加率は1パーセント前後を大きく離れる
ことはないであろうから，通常の経済成長を
はかっている国々における資本蓄積速度はこ
の労働の増加速度をかなり上まわっているも
のと考えられる。
　これまで考察してきたケースを，X1とX2
の平面に示すならば，第3．4図のようになる
であろう。生産要素が増大しているので，生
産可能領域は当然abからa’b’へと拡大す
る。そうして，最初に選ばれたX1とX2の
組合せはab曲線上の点αで示される。その
後，XlとX2の組合せはα’に移行すること
になる3）。点αにおけるよりもX1の生産量
は減少し，X2の生産量は増大している。
　この点αから点α’への移行は成長過程で
起こりうるパターンの一つにしかすぎない。
さきほど述べたように，もし労働のみが増加
するならば，点αによって示されるX1とX2
の組合せはα”のような組合せの点に移行す
るであろう。これもまた起こりうる一つのパ
ターンである。一般的にいって，労働も資本
もともに増加していく場合，点αからの移行
はいろいろなパターンを取りうるであろう。
こうした生産のパターンの変化を貿易の視点
からいくつかに分けて考えることができる。
いま，その成長のパターンが原点とαを結ん
だ線上にある場合，これを中立的生産の成長
x2
0
第3．5図
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と呼ぶ。第3．5図のαノ〉線はそれを示してい
る。これはX，とX2が同一比率で増大して
いることを意味している。
　さきに労働と資本が同一比率で増大し，採
用されている生産技術に変化がなければ，こ
のような結果が出てくるといったが，生産の
中立的な成長は必ずしもその条件のときにの
み生ずるとはかぎらない。採用される生産技
術に変化が生ずるならば，たとえ資本と労働
が同一比率で伸びても，このような生産の中
立的な成長パターンが生ずるとはかぎらない
し，したがって資本が労働よりも相対的に早
いスピードで増大しているとしても，採用さ
れるべき生産技術に変化が生ずるならば，や
はり同じように中立的な生産パターンが実現
するであろう4）。第3．5図におけるα1＞線よ
り左側の生産パターンが選ばれる場合には，
たとえばαE線あるいはαE’線の場合のよう
にX2の生産により多くのウエイトのかかっ
たパターンが実現する。
　もし，この国においてX1が輸出財であり
X2が輸入財であるとするならば，この生産
パターンの動きは輸入代替的傾向をもつこと
になる。その国の経済成長過程において輸入
代替産業がしだいに確立されてくる場合がこ
のケースにあたるだろう。この社会では労働
集約的なX，生産部門のウエイトはしだいに
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小さくなり，そして資本集約的なX2産業部
門はしだいに拡張されてくる。こうして，生
産のパターンからみるかぎり，輸入代替現象
が潜在的に進行することになるであろう。こ
のような生産パターンの変化を貿易逆行型と
呼ぶ。もし，αE’のようにXlの生産の絶対
量が低下し，X2の生産量のみが増大するよ
うな場合，これを超貿易逆行型と呼ぶ。
　これにたいし，αM，αM’に示されている
ような生産パターンの変化が成長過程におい
て発生してくるような場合，これを貿易偏向
型と呼ぶ。ここでは，輸入財であるX2の生
産増大は相対的にX1の生産増大に劣るので
あり，その国の産業構造はX1産業部門に片
寄って成長していく，この国ではますます輸
入財X2の数量は増大し，貿易の可能性を拡
大することになるであろう。またX，の拡大
によって輸出財の数量も拡大する。このよう
に潜在的に貿易を拡大する方向へ生産パター
ンが移っていくのが，このαM，αル∫’によ
って示される生産パターンである。とくに，
輸入財の生産水準が絶対的に低下するような
αハ4’は超貿易偏向型と呼ばれている。
　いうまでもなく，生産パターンのこのよう
な変化は必ずしもそのまま貿易に反映してい
くわけではない。それが貿易のパターンを決
定するには，その国の消費パターンの変化が
わからなければならない。すでに先に述べた
ように，貿易パターンの変化は生産パターン
の変化と，その国の消費パターンの変化との
ギャップに依存するからである。このような
生産パターンの変化が，その国の生産要素の
増大によって発生してくるというのが，これ
までの考察であったが，このような生産可能
領域の拡大とそれにともなう生産パターンの
変化は必ずしも生産要素の増大によってのみ
もたらされるものではない。たとえば，生産
技術の進歩によっても，同じ結果がもたらさ
れるであろう。したがって，この生産パター
ンの変化は現実には生産要素の増大と技術進
歩とそれから採用される技術内容そのものの
変化との合成として得られるものである。
　経済の成長過程で起こってくるもう一つの
側面にいまや言及しなければならない。それ
は消費パターンの変化である。消費パターン
の変化についても，生産パターンの変化の場
合と同じようにこれを三つの型にわけること
ができる。一つは消費パターンの中立的な成
長である。生産の場合と同じように，出発点
における消費の組合せがそのまま維持されて，
二財にたいする消費の伸び率がまったくひと
しくなるケースがこれである。消費が輸入財
にしだいしだいに傾いていく場合，これを貿
易偏向型と呼び，消費に占める輸入財の比率
がしだいに低下していく場合，これを貿易逆
行型と呼ぶ。
　経済の成長は所得水準を高め，それによっ
て消費水準を増大させるわけであるが，その
消費増大の過程において資本集約的な生産物
をより多く消費するようなパターンが起こっ
てくるならば，消費構造からみるかぎり，潜
在的にはより多くの輸入を誘発することにな
る。もちろん，輸入が現実に増大するかどう
かはこの資本集約的な生産物の生産量が相対
的にどれだけより多く生産されてくるかに依
存するであろう。したがって，消費パターン
が貿易偏向型になるということは必ずしも貿
易の拡大を意味しないかもしれない。国内に
おいて輸入代替産業が消費パターンの変化よ
りも早いスピードで確立されてくるならば，
むしろ輸入は減少することにすらなる。
　第3．6図において点αおよび点cはそれぞ
れ出発点におけるX1，　X2の生産の組合せと
消費の組合せをあらわしている。したがって，
その時点ではこの国ではαうの大きさだけの
X1を輸出し，　bcの大きさのX2を輸入して
いるであろう。αCによって示され，るこの直
線の傾斜は，この二財の交換比率をあらわす。
つまり，国際市場における二財の価格比率を
不している。
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0
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X，
　いま，経済の成長過程において生産量が拡
大し，他方，所得も拡大し，それにつれて消
費も増大していくというケースを考えてみよ
う。生産パターンはαからα’へ向かって動
いていき，消費パターンはCからctに向か
って動いていく。このような場合には，貿易
はしだいに縮小するであろう。そうして，や
がて点eに達したとき，この国では必要とす
る二財は国内供給によってまかなわれること
になる。この過程は消費のパターンの変化に
たいして生産のパターンの変化が相対的に貿
易逆行型になっていることを意味している。
そうして，点eを越えたあとは逆に消費パタ
ーンと生産パターンとのギャップは逆転し，
今度はこの国では資本集約的なX2が輸出さ
れ，労働集約的なX1が輸入される。いいか
えると，この国は労働集約的な生産物の輸出
国から資本集約的な生産物の輸出国へと変わ
ったのである。こうして，この国の貿易構造
は経済の成長過程で逆転してしまう。
　もちろん，このような貿易パターンの変化
が経済成長にともなう唯一のパターンではな
いことは当然である。消費パターンの変化を
示すCC’曲線とαα’曲線がどのような動きを示
すかはその国における生産要素の質と量の変
化，技術進歩の程度および国際市場において
取引される生産物の相対価格，採用される生
産技術のパターン等々にに依存するのである。
　1）一次同次の生産関数を前提するとき，たと
　えばX1について
　　」（1＝ω1L1十γIK1
　が成りたつ。ただし，ここでWlはXlの
　価格でデフレートされた賃金であり，γ1は同
　じくデフレートされたレンタルである。上の
　式はもちろん生産要素がその限界生産力にひ
　としい均衡状態で成りたっている。一次同次
　の生産関数の場合，投入される労働と資本が
　λ倍されたとき生産量もまたλ倍される。こ
　のことは上の式でWlとγ1が一定のときに
　必ずみたされる。また限界生産力と要素価格
　の均等条件から，要素価格比率ω1／γ1は一
　dK1／dLtにひとしい。またそのとき
　　Pl＝W（Ll／X1）＋r（Kl／Xl）
　であるから，生産物価格と要素価格との間の
　相対価格もまた一定である。
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